
 

新たな大都市制度の創設に向けた検討状況等について 
 

時期 

(平成) 

本市の取組 
国等の動向 

当局 市会 

21

年

度 

21 年７月 

22 年５月 

 

 

 

〇「新たな大都市制度創設の基

本的考え方」《基本的方向性》

を公表 

〇特別委員会 

（調査・研究テーマ「新たな大都

市制度の創設について」） 

（７月） 

 

〇指定都市市長会「特

別自治市」構想発表 

（５月） 

22

年

度 

22 年７月  〇特別委員会 

（調査・研究テーマ「水平的、対

等な連携協力の可能性について」）

（７月） 

 

23

年

度 

23 年６月 

 

８月 

 

10 月 

 

12 月 

 

24 年２月 

３月 

 

 

〇横浜市大都市自治研究会設

置 

〇指定都市７市による大都市

制度共同研究会設置 

〇８市連携市長会議設置 

 

 

〇横浜市大都市自治研究会第

１次提言 

〇特別委員会 

（調査・研究テーマ「新たな大都

市制度における都市内分権につい

て」）（６月） 

 

 

〇新たな大都市制度である「特別

自治市」創設に関する決議（12月） 

〇16指定都市議長が国に対して特

別自治市創設を要望 

（２月） 

 

 

〇第 30 次地方制度 

調査会の臨時委員に林

市長就任（８月） 

 

 

 

 

24

年

度 

24 年６月 

25 年２月 

３月 

○「横浜特別自治市大綱素案

（骨子）」とりまとめ 

○「横浜特別自治市大綱」策定 

 

○指定都市議長会として、国に対

して「特別自治市」など多様な大

都市制度創設を要望（２月） 

 

25

年

度 

25 年４月 

 

５月 

６月 

 

 

11 月 

○指定都市７市による大都市

制度共同研究会報告書 

○広報冊子「横浜特別自治市」

発行 

 

 

○広報冊子「横浜特別自治市

（第２版）」発行 

 

 

 

○特別委員会（調査・研究テーマ

「新たな大都市制度における権限

移譲と市及び区のあり方につい

て」）（６月） 

 

 

○全国市議会議長会会

長に佐藤祐文議長が就

任（５月） 

○第 30 次地方制度調

査会「大都市制度の改

革及び基礎自治体の行

政サービス提供体制に

関する答申」（６月） 

26

年

度 

26 年４月 

 

 

 

 

５月 

 

  ○指定都市市長会会長

に林市長就任（４月） 

○地方分権改革に関す

る提案募集の実施方針

決定（４月） 

○第 31 次地方制度調

査会設置（５月） 

○「地方自治法の一部

を改正する法律」、「地

域の自主性及び自立性

を高めるための改革の

推進を図るための関係

法律の整備に関する法

律」成立（５月） 

＜参考資料１：第 31 次地方制度調査会諮問文＞         

＜参考資料２：地方分権改革における「提案募集方式」の概要＞ 

＜参考資料３：地方自治法の一部を改正する法律の概要＞        
＜参考資料４：地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を 

図るための関係法律の整備に関する法律の概要＞   

大都市行財政制度特別委員会 

平 成 2 6 年 ６ 月 ６ 日 

政 策 局 

 






















